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１  取り組みの視点  

本町は平成１８年１２月以降 、３次にわたり行政改革大綱を策定し

ています。第１次長島町行政改革大綱では「行政運営のス リム化・効

率化による住民サービスの向上」「健全な財政運営の確立」「町民参画

の協働のまちづくり」を 、第２次長島町行政改革大綱では「財政基盤

強化と効率的・効果的な町政運営」「行政サービスの質の向上」「協

働による町政運営の推進」を基本方針として行政改革を推進しました。 

平成３１年に改訂した 第３次長島町行政改革大綱では「協働の町政

運営と情報共有の推進 」「効率的・効果的な行政運営」「創造的な組

織づくりと人材育成」「将来にわたる財政の健全化 」へと基本方針を

改め、住民サービスの維持・向上を図り 、財政構造の健全化に向けた

改革を確実なものとし 、本町における将来展望の確立を目指してきま

した。  

一方、職員定員については大幅な削減を実施してきましたが（合併

時： 201 人⇒令和５年度： 149 人  △ 52 人）、これまでのような削

減を優先とした手法による職員定数の削減 は、地方分権の進展 や地方

公共団体がなすべき事務事業 の複雑化、広範囲化などにより、現行の

事務量や執行体制では大変厳しい状況にあ ることから、今後の定数削

減は事務事業の見直しや業務の効率化 、民間委託などを組み合わせて

進めていく必要があります。  

また、本町の財政状況は、地方交付税の大幅な減額が見込まれる一

方、少子高齢化の到来 等による社会保障経費や 現下の原油価格・物価

の高騰、公共施設等の改修・更新などに多額の費用が 見込まれること

から、今後ますます厳しくなるものと予想されます。  

これらの状況に適正に対応していくためには 、徹底して公共施設運

営 や 事 務 事 業 を 見 直 す と と も に 、 組 織 や 職 員 、 仕 事 の 質 を 向 上 さ せ 、

組織としての総合力を高めていく必要がありま す。  

第４次長島町行政改革大綱では、町民視点での行政運営と健全な財

政運営のために 、公共施設のあり方や事務事業について多様な観点か

ら提言するとともに、組織、職員、仕事の質的向上を図るための改革

を推進します。  

加えて、新型コロナウイルス感染症の世界的流行による生活様式の

変化やデジタル技術の急速な進歩など、予測困難な時代の転換期のな

かで顕在化した社会の変革を的確に捉えながら、自治体ＤＸ（デジタ

ルトランスフォーメーション）の さらなる推進といった、時代の動き

に先 んじ た 新た な 改革 にも 挑 戦 し て いく 柱と し て 大 綱 を 策 定 し ま す 。 
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２  行政改革推進の基本方針  

本町の行政経営は、長期的な自主財源の乏しさに加えて、地方交付

税の減収や普通交付税 の合併支援（合併算定替）の段 階的縮減、義務

的経費の増加などにより、今後ますます厳しい財政状況が続くことが

予想されます。  

 特に近年は、地方分権の推進や住民ニーズの多様化等による 業務量

の増加、定年延長や再任用制度、会計年度任用職員制度の導入などを

要因に、人件費が増加傾向に あるなか、職員の年次的な定年退職によ

り、職員層の急速な若年化が 進んでいきます。行政経営体としての生

産性の向上を図っていく観点から も、職員＝「ヒト」にフォーカスし

た改革は、喫緊の課題となっ ています。  

このような状況において、町民と共に創っていくべき仕事、職員が

プロフェッショナルとして取り組むべき仕事 、新たな主体にゆだねて

いく仕事、広域的な視点で取り組むべき仕事などをゼロベースで考え

直し、新たな改革のステージ へと移っていく 必要があります。  

 こ う し た 背 景 か ら 、 経 費 節 減 や 業 務 の 効 率 化 と い っ た 従 来 か ら の

「削減」の視点に立った改革だけでなく 、職員一人ひとりが仕事に果

敢にチャレンジできる行政経営体の構築を目指し 、今取り組むべき改

革項目を明らかに するものです。  

 

（１）協働の町政運営と情報共有の推進  

 ま ち づ く り 等 に 関 す る 計 画 の 策 定 過 程 に 町 民 が 参 画 し や す い 環 境

づくりを進めます。また、町民、自治公民館、ＮＰＯ、地域おこし協

力隊など多様な 主体と協働によるまちづくりを推進するため 、町民活

動団体の育成・支援に努め 、協働の仕組みを研究し ます。これらの取

り組みを含め、町民にとっての有益な情報を積極的に発信し 、町民と

行政との情報の共有を図るとともに 、対話と相互理解に努めます。  

 

（２）効率的・効果的な行政運営  

社 会 情 勢 の 変 化 に よ る 新 た な 行 政 課 題 や 住 民 ニ ー ズ に 対 応 す る た

め、事務事業の再編・整理・廃止・統合などを進めると ともに、効率

的・効果的な事務事業の手法を検討 します。  

また、業務委託や指定管理者制度等の民間活力の導入を推進し 、実

施可能性の検討を行うとともに、限られた人的資源を効率的に活かす

行政運営を検証します。  
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（３）創造的な組織づくりと人材育成  

課題に対し、的確かつ迅速に対応できる人材の育成を図るとともに 、

機能的な組織の強化に取り組みます。  

ま た 、 限 ら れ た 人 員 で 将 来 性 の あ る 創 造 的 な 行 政 経 営 を 図 る た め 、

「働き方改革」の推進に努め、行政サービスのさらなる高品質化 を目

指します。  

 

（４）将来にわたる財政の健全化  

事務事業等の見直しの中で 、住民ニーズや費用対効果の検証のもと、

選択と集中による歳出の削減に努めるとともに 、自主財源の確保 や新

しい手法による歳入確保に取り組み ます。  

また、歳入に見合った財政規模を基本としながら 、将来負担を抑制

するとともに、中長期的な視点から 将来にわたる財政の健全化を図っ

ていきます。  

特別会計においても、事業内容の見直しや財源の確保に努めて経営

改善を図るとともに、総体的な経営状況の検証 を進め、経営方針の改

革に取り組みます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

協働の町政運営と情報共有の推進  

効率的・効果的な行政運営  

創造的な組織づくりと人材育成  

将来にわたる財政の健全化  
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３  行政改革の実施期間  

 令和６年度から令和１０年度までの５年間とします。  

令 和 ６ 年 度  令 和 ７ 年 度  令 和 ８ 年 度  令 和 ９ 年 度  令 和 １ ０ 年 度  

 

 

４  行政改革の推進体制  

（１）行政改革推進委員会  

行政改革推進委員会は 、社会経済情勢の変化に対応した簡素にして

効率的な町政の実現を推進するため の組織として、町政について優れ

た識見を有する 町民８人の委員で構成し 、広く町民の声を反映した改

革を推進します。  

 

（２）行政改革推進本部  

行政改革推進本部は次の者で構成し 、本町の行政改革の総合的な推

進を図ります。  

①本  部  長・・・・・・副町長  

②副本部長・・・・・・教育長  

③本  部  員・・・・・・課長等  

④下部組織として 、行政部会・財政部会を設置し、行政課題等につい

て検討します。  

 

 

 

 

 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町  民  

  

 
行政改革  

推進委員会  

行政改革  

推進本部  

本 部 長 ：副 町 長  

 

公募  意見  

答申 ・意 見  

諮問 ・報 告  

情報提 供  
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５  行政改革の取り組みと改革の内容  

（１）協働の町政運営と情報共有の推進  

①町民参画の推進   

  審議会等の開催やパブリックコメントの実施など 、さまざまな手法

を用いた町民参画の機会の拡充に努めるとともに 、町民の意見を広く

聴取する機会を創出します。  

 

②協働によるまちづくりの推進  

行政だけでなく町民一人ひとりが問題意識を共有し 、永続的な町の

発展、幸福度アップのために、町民と行政、各種団体や地域おこし協

力 隊 等 が 対 等 な パ ー ト ナ ー と し て ま ち づ く り を 担 う 仕 組 み づ く り を

進めます。  

 

③情報発信力の向上と情報の共有  

町が保有する情報は、さまざまな媒体を用いた分かりやすい提供に

努め、町民と行政との情報の共有化を図ります。  

また、情報公開条例や個人情報保護 法などの適正な運用に努め 、行

財政経営の公平性 、透明性の向上を図ります。  

 

④地域強靭化への対応  

人のつながりやコミュニティ機能を向上するとともに 、各地域にお

い て 強 靭 化 を 推 進 す る 担 い 手 が 適 切 に 活 動 で き る 環 境 整 備 に 努 め る

とともに、女性、高齢者、子ども、障がい者、観光客、外国人等に配

慮して、施策を講じていきます。  
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（２）効率的・効果的な行政運営  

①住民サービスの向上  

 サービスが多様化する中 、町民の視点に立って、わかりやすく利用

しやすい事務手続き等の改善に努めます。ＩＣＴの有効活用などによ

り一層効率的で的確な 事務執行に努め、最適化を図ります。特に窓口

においては、利便性の向上や満足度を高めるための手 法を検討します。 

 

②行政サービスのオープン化・先進技術の活用  

 より良い行政サ ービスを提供するため 、公文書管理の適正化 やペー

パーレス化により情報の共有・オープン化を 図るとともに 、自治体

DX（デジタルトランスフォーメーション ）を推進します。  

 

③民間活力導入・民間委託の推進  

事務事業の再編・整理・廃止・統合などを進めるとともに 、民間の

専門知識やノウハウによって 、住民サービスの向上や効率化が図られ

る と 判 断 さ れ る 業 務 に つ い て は 、 PPP、 PF I、 指 定 管 理 者 制 度 の 導 入

や事務事業の民間委託、民営化等の可能性を検討し、導入を推進しま

す。  
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（３）創造的な組織づくりと人材育成  

①機能的な組織体制・環境整備の検証  

社 会 情 勢 の 変 化 に よ る 新 た な 行 政 課 題 や 町 民 ニ ー ズ に 対 応 す る た

め、固定観念にとらわれない 機能的な事務事業の手法を検討し 、限ら

れた人的資源を効率的に活かす組織体制・環境整備 を検証します。  

 

②職員の資質向上  

「長島町民の役に立つ人のいるところ」の実現を図るため 、 ICT な

どの活用による職場環境の改善 や PDCA サイクルによる業 務プロセ

スの改善等を行うことにより、職員の資質向 上に努めます。  

 

③人材の育成と活用  

多様化、高度化する行 政課題に敏速かつ的確に対応し 、住民から信

頼される職員を育成するため 、職場内における実務研修や職制ごとの

職員研修所等における研修の実施 、先進事例等の調査研究、人事評価

制度を有効に活用した人材育成を進め 、職員の意識改革と能力開発を

図ります。  

 

④働き方改革の加速  

 職 員 が 町 民 全 体 の 奉 仕 者 と し て 成 果 を 出 し 続 け て い く た め に は 、

「長時間労働＝しっかり仕事をしている証」という意識を改め 、時間

制約のある職員も含め 、すべての職員が健康でやりがい を持って働き、

成長し、その能力を最大限発揮して 、限られた時間で成果を上げる働

き方へと「働き方改革」を 加速させます。  

 

⑤定員管理・給与等の適正化  

 将 来 的 な 年 齢 構 成 に 配 慮 し た 計 画 的 な 職 員 の 採 用 を 行 う と と も に 、

国の制度改革を見据え、社会情勢の推移を踏まえながら 、職員定数や

職員給与、労働配分率 等の適正な見直しを行います。  
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（４）将来にわたる財政の健全化  

①歳出削減の実施  

事 務 事 業 の 見 直 し に よ る 再 構 築 や 重 点 化 す る 主 要 事 業 の 優 先 度 な

どを検証し、次年度の予算編成に向けた事業 の選択と集中により、財

政支出の抑制を図ります。  

 

②歳入確保策の検討  

安定した財政基 盤の確立に向けて、町税収入の安定化や受益者負担

の適正化など、歳入の確保に努めるとともに 、新たな手法による財源

の確保に取り組みます。  

 

③財政マネジメントの強化  

 継続した行政サービスの提供を可能とするためには 、安定的・効率

的な財政運営を行っていく必要があります。そのためには 、行政評価

を実施して歳入確保や歳出抑制を図りながら 、安定的な財政基盤の構

築に努めるとともに、経年劣化が進む公共施設への対応や将 来のあり

方の検討など、将来にわたる財政の健全化のための改革に取り組んで

いきます。  
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６  具体的な取り組みの方向性  

（１）①町民参画の推進  

・審議会等への女性・公募委員の参画の推進  

・パブリックコ メントの活用  

（１）②協働によるまちづくりの推進  

・町内団体の研修会実施等による育成  

・若者のグローバルな教育 や人材育成による定住促進  

（１）③情報発信力の向上と情報共有の推進  

・町の広報紙、ホームページ、ＳＮＳ等による積極的な情報発信 ・

収集と情報公開  

・個人情報等の保護やセキュリティの強 化  

（１）④地域強靭化への対応  

・消防分遣所を核とした防災対策 と消防組織の再編  

・災害に耐えられるライフライン の確保  

・実情にあわせた避難所設置や移動手段の確保  

・自助、共助、公助による防災意識高揚の啓発  

・自主防災組織の活用  

（２）①住民サービスの向上  

・窓口ワンストップの推進  

・各種申請手続きの簡素化 とオンライン化  

・町民が気軽に 利用できる役場の雰囲気・空間の確保  

（２）②行政サービスのオープン化・先進技術の活用  

・公文書管理改善による文書 私物化容認意識 払拭や情報の有効利用  

・ペーパーレス 化の推進  

・自治体 DX（ ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾄﾗ ﾝｽﾌ ｫｰﾒ ｰｼｮﾝ） の 推 進と推進体制の整備  

・公金取扱全般のデジタル化の推進  

（２）③民間活力導入と民間委託の推進  

・ PPP、 PF I、 指 定 管 理 者 制 度 、 民 間 委 託 、 民 間 活 力 の 活 用 等 に よ

る事務事業の見直しや 民営化の推進  

・指定管理者への適切なモニタリングや指導の実施  

・福祉施設（長生園等）、医療施設（診療所等）、観光施設（太陽

の里等）の運営方針の見直しや民営化の 推進  

（３）①機能的な組織体制・環境整備の検証  

・外郭団体等の自主・自立化の推進と事務局体制の見直し  

・業務の洗い出しによる組織再編と機構改革の推進  

（３）②職員の資質向上  

・公務員倫理意識の高揚  
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・ ICT 等の活用による 職場環境の改善  

・施策、事務、事業における PDCA サイクルの徹底  

・業務効率の向上とスピードアップ  

（３）③人材の育成と活用  

・職員の意識改革 と実践  

・人事評価制度の 活用  

・デジタル人材の育成・確保  

・接遇改善・職員研修の充実による人材育成  

・住民サービス向上に つながる先進事例 ・民間事例等の研究  

（３）④働き方改革の加速  

・フレックスタイムの活用、年次有給休暇の取得促進などによるワ

ーク・ライフバラ ンスの推進  

（３）⑤定員管理・給与等の適正化  

・組織再編、機構改革による適正な定員管理の実現  

・人事院勧告等に基づいた給与制度の適正化  

（４）①歳出削減の実施  

・職員のコスト意識改革  

・町補助金の適正化  

・無駄を省いた効率的な投 資  

（４）②歳入確保の検討  

・町税等の収納率の向上  

・公有財産の有効活用  

・ふるさと納税 の充実・推進  

・営利施設等のＰＲ促進や運営体系の見直し  

（４）③財政マネジメントの強化  

・安定的な財政基盤の構築 と財政状況の把握 ・公表  

・公共施設等の管理計画の推進  

・公益性、公平性、必要性、費用対効果検証による有効的財政運 営  

・町民視点の行政運営と健全な財政運営を両立するための 行政評価

の導入と活用  

・長島本島地区における町立小・中学校等再編方針と学校施設等長

寿命化計画の推進  

・公営企業会計の適用の推進  
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用 語 解 説  

町 民 参 画  一 般 的 に は 、計 画 立 案 の 段 階 か ら 町 民 が 加 わ る こ と を い

う  

D X（ ﾃ ﾞ ｼ ﾞ ﾀ ﾙ ﾄ ﾗ ﾝ ｽ ﾌ ｫ ｰ ﾒ

ｰ ｼ ｮ ﾝ）  

「 情 報 技 術 の 浸 透 が 、人 々 の 生 活 を あ ら ゆ る 面 で よ り 良

い 方 向 に 変 化 さ せ る 」 と い う 考 え 方  

パ ブ リ ッ ク コ メ ン ト  行 政 機 関 が 政 策 を 実 施 す る う え で 条 例 や 規 則 等 を 定 め

よ う と す る と き に 、広 く 公 に 意 見・情 報・改 善 案 な ど を

求 め る 手 法  

I C T  パ ソ コ ン や ス マ ー ト フ ォ ン な ど 、さ ま ざ ま な 形 状 の コ ン

ピ ュ ー タ を 使 っ た 情 報 処 理 や 通 信 技 術 の 総 称  

P D C A サ イ ク ル  計 画 ⇒ 実 行 ⇒ 評 価 ⇒ 改 善 を 繰 り 返 す こ と に よ っ て 、業 務

を 継 続 的 に 改 善 し て い く 手 法  

地 域 強 靭 化  ど の よ う な 災 害 が 発 生 し て も 、被 害 を 最 小 限 に 抑 え 、迅

速 に 復 旧・復 興 で き る 強 さ と し な や か さ を 備 え た 地 域 ・

経 済 社 会 を 構 築 す る こ と  

P P P  民 間 資 本 や 民 間 の ノ ウ ハ ウ を 活 用 し 、効 率 化 や 公 共 サ ー

ビ ス の 向 上 を 目 指 す も の  

P F I  民 間 の 資 金 を 利 用 し て 、民 間 に 施 設 整 備 と 公 共 サ ー ビ ス

の 提 供 を ゆ だ ね る 手 法  

ア ー カ イ ブ  重 要 記 録 を 保 存 ・ 活 用 し 、 未 来 に 伝 達 す る こ と  

モ ニ タ リ ン グ  観 察 し 、 記 録 す る こ と  

フ レ ッ ク ス タ イ ム  総 労 働 時 間 を 定 め 、労 働 者 が 日 々 の 始 業・就 業 時 刻 を 自

身 で 決 定 し て 働 く こ と が で き る 制 度  

公 営 企 業 会 計  事 業 収 入 を 主 な 財 源 と し て 、独 立 採 算 の 原 則 に よ り 特 定

の 事 業 を 経 理 す る 会 計 の こ と  

 


